
加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業
部 局 名 防災部

課（室）名 防災対策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 039  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律、加古川市における暴力団
の排除の推進に関する条例等

現 状 と 課 題

本市においても年間十数件程度の不当要求行為等事案が発生しており、不当要
求行為等に屈することなく公平公正に事務を行う資質を身に付けることは重要
であると考える。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

東播磨地域不当要求防止対策研修会等へ参加する。弁護士によるコンプライア
ンス・法務アドバイザーの設置及び内部通報ホットラインの設置。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

行政に対する不当要求行為等の被害を未然に防止するために必要な知識を身に
付ける。

3,7153,7254,495

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,715

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が不当要求等に適切に対応できるよう、引き続き対策研修に参加するとと
もに、弁護士、警察等からの助言を受け、庁内での情報共有、対応の統一化を
図る必要がある。コンプライアンス・法務アドバイザーにより行政事務全般の
コンプライアンス意識の向上や法務能力の向上に繋がっている。また、内部通
報ホットラインは不祥事発生の抑止力になっていると考えられ今後も継続して
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,715

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

行政運営対策事業

941



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業
部 局 名 防災部

課（室）名 防災対策課

人

回

件

対 象 指 標 名

職員数 1,7911,7771,746

成 果 指 標
分 析 結 果

原則月２回コンプライアンス・法務相談日を設定しており、事業の執行で法的妥当性・リス
ク検証を行うことでコンプライアンスの向上及び職員の不法行為の防止が図れている。
なお、相談件数については、目標としてなじまないため実績のみ計上する。

不当要求防止対策研修
参加者数

人 0021

コンプライアンス・法
務アドバイザー設置数

人 111

活 動 指 標
分 析 結 果

加古川市から東播磨地域の不当要求防止対策研修へ、例年１０名
程度参加しているが、令和２・３年度は新型コロナウイルス感染
症の影響により研修会の開催がなかった。
また、行政法に精通している弁護士をコンプライアンス・法務ア
ドバイザーとして設置している。

不当要求防止対策研修
参加者数（累計）

目 標 値

100

目標年度

令和4年
度

999999

コンプライアンス・法
務相談開催数

24令和4年
度

272424

コンプライアンス・法
務相談件数

0645268

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（防災部）
部 局 名 防災部

課（室）名 防災対策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 29 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、市民の防災対策へのニーズは高
まっており、施策にどのように反映させるかが課題である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

防災部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

防災部職員が業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

1200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12

財　

源　

内　

訳

□拡充

部に必要な人材の育成、職員の能力開発を効果的かつ適切に進めるうえで、有
効かつ必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

防災対策費

防災及び災害関係事業

943



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（防災部）
部 局 名 防災部

課（室）名 防災対策課

人

対 象 指 標 名

防災部職員 1100

成 果 指 標
分 析 結 果

令和４年度は、職員の半数が先進地視察や研修会に参加することを目標とする。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 200

活 動 指 標
分 析 結 果

令和４年度のシステム導入に向けて、先進地視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

令和4年
度

400

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

944



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市政策推進会議設置要綱

現 状 と 課 題

市民ニーズの多様化・複雑化に対応するためにも、重要事項、懸案事項等につ
いて、各部局間における情報共有と効果的な連携のもとで、施策の計画的かつ
円滑な推進を図る必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する施策

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

諸施策の調整や新規施策の調査研究を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

計画的かつ円滑な施策の推進を図る。

19712210,120

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 197

財　

源　

内　

訳

□拡充

各種事業の調整や、施策マネジメントサイクルの活用に基づき、各部局と新規
事業の立案等に関する協議を行った。今後、新型コロナウイルスの状況や経済
状況の変化を踏まえつつ、新たな総合計画に基づく取組の検討を進めていくと
ともに、市民満足度の向上や地方創生の実現に資する施策の推進に向けて、各
部局との調整や調査研究を行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 197

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

政策調整事業

945



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

事務事業数 947926925

成 果 指 標
分 析 結 果

「行政の効率化が図られていると思う市民の割合」が向上しているが、目標値の達成に向け
ては、より効果的・効率的な行政運営にも取り組みつつ、質の高い行政サービスの持続的な
提供が引き続き必要であり、新たな施策の立案に向けた調査研究が重要となる。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 2311

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、２件の先進地視察を行った。

行政の効率化が図られ
ていると思う市民の割
合

目 標 値

50

目標年度

令和8年
度

40.837.843.2

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

本

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

946



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市総合計画の策定に関する規程

現 状 と 課 題

令和３年度から開始した新たな総合計画に基づき事業を実施しており、総合計
画で定める５つの基本目標の達成ひいては将来の都市像の実現をめざし、各事
業を着実に推進する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

行政評価や市民意識調査を実施し総合計画の進行管理を行うとともに、新規事
業の立案を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

総合計画に掲げる目標を達成できるよう、各種事業の検討・見直し等を行うと
ともに、新規事業の実現化を図る。

9321,6362,598

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 932

財　

源　

内　

訳

□拡充

令和３年度に開始した新たな総合計画を推進するうえで参考とするため、市民
意識調査を実施した。調査方法については新たにオンライン調査を加えてお
り、調査数も増加する中、調査時点（令和３年１２月）における、加古川市の
施策に対する市民満足度や重要度等をより具体的に把握することができた。こ
の調査結果を生かしながら、総合計画に基づく各事業を効果的・効率的に推進
する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 932

そ の 他 特 財

令和8年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

総合計画事務事業

947



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

事務事業数 947926925

施策数 施策 474747

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度に比べ、満足度が50％を超える指標は増加したが、満足度が低下した取組や、意
識調査結果から「わからない」と回答した割合が高い取組もあることから、引き続き、総合
計画や各種個別計画のもと、積極的かつ効果的に事業の推進をする必要がある。

事務事業評価実施事業
数

本 514489749

活 動 指 標
分 析 結 果

事務事業評価について、指標の設定（分析）のほか、事業の方向
性を評価する総合評価が必要と判断した514事業を対象に評価を実
施した。

まちづくりの指標にお
ける満足度が５０％以
上の割合

目 標 値

100

目標年度

令和8年
度

63.359.167.3

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

本

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

948



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（企画部）
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた経営資源のなか、職員の意欲、資質、可能性をいかに伸ばし、貴重な
人的資源としていかに活用していくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

企画部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

380373

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 38

財　

源　

内　

訳

□拡充

効果的・効率的な事業実施につなげる上で、先進地視察及び研修会への参加は
有効であるため、当該事業は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 38

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

企画事務事業

949



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（企画部）
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

人

対 象 指 標 名

企画部に所属する職員
数

565451

成 果 指 標
分 析 結 果

職員の先進事例視察により、課題解決に向けた施策の検討に活用することができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 105

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、１件の先進事例視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

2

目標年度

令和8年
度

207

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

950



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地方創生まち・ひと・しごと創
生総合戦略管理事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

当市は都市圏を中心に転出超過の傾向が続いていることから、総合戦略に定め
る重点施策を中心に、移住・定住に向けた施策に取り組む必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、加古川市まち・ひと・しごと創生戦略会議委員、加古川市まち・ひと・
しごと創生本部員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市長を本部長とし、副市長をはじめ各部局長を構成員とする加古川市まち・ひ
と・しごと創生本部や、外部有識者を構成員とする加古川市まち・ひと・しご
と創生戦略会議において、本市における地方創生の取組の効果検証を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

人口減少に歯止めをかけるとともに、将来にわたって活力ある地方創生を推進
するため、市民や有識者等からの幅広い意見を聴取し、取組への反映を図る。

1082512,562

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 108

財　

源　

内　

訳

□拡充

令和３年度においては、加古川河川敷をメインエリアとしたにぎわいづくりな
どに取り組んだ。今後も引き続き、第２期総合戦略における重点施策である
「子育て施策のさらなる充実」「しごと（働く場）の創出」「地域活力のさら
なる向上」に係る取組を推進する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 108

そ の 他 特 財

令和8年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

地方創生まち・ひと・しごと創生
事業

951



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地方創生まち・ひと・しごと創
生総合戦略管理事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

まち・ひと・しごと創
生戦略会議委員数

131314

まち・ひと・しごと創
生本部員数

人 202020

成 果 指 標
分 析 結 果

総合戦略の基本目標における目標値の達成率については、５指標すべてが未達成であるが、
令和２年度と比較するとすべて改善または向上の傾向にある。また、人口の社会動態につい
て、特に若い世代の転出超過が続いていることから、総合戦略に基づく新たな施策展開を検
討し、取り組んでいく必要がある。

まち・ひと・しごと創
生戦略会議開催回数

回 141

まち・ひと・しごと創
生本部会議開催回数

回 140

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は、まち・ひと・しごと創生戦略会議を１回開催し、
本市における地方創生に係る施策の効果検証を行うとともに、
「第２期加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」について、
国の方針を踏まえた今後の方向性について検討を行った。

総合戦略の基本目標に
おける目標値の達成率

目 標 値

100

目標年度

令和8年
度

035.737.5

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

952



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（総務部）
部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 019  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、職員を人的資源としていかに有
効に活用するか、また、職員のやる気、資質、可能性をいかにのばしていくか
が大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

総務部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

総務部職員が業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

135109295

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 135

財　

源　

内　

訳

□拡充

部に必要な人材の育成、職員の能力開発を効果的かつ適切に進めるうえで、有
効かつ必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 135

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

市政事務及び部課庶務事業

953



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（総務部）
部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

人

対 象 指 標 名

総務部職員 707072

成 果 指 標
分 析 結 果

部内の全職員数の10分の１に当たる職員数が先進地視察や研修会に関わることを目標として
おり、令和３年度は目標を達成できた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 323

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は、障がい者雇用及び平和祈念事業関係の視察を行う
など、部内で抱える課題の解決に向け、積極的に活動することが
できた。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

7

目標年度

令和8年
度

837

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

954



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業（職員課）
部 局 名 総務部

課（室）名 職員課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 040  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法、加古川市職員倫理条例、加古川市職員倫理条例施行規則

現 状 と 課 題

市民からの信頼を確保し、またその信頼に応えるために、職員は高い倫理観を
持ち、コンプライアンスを遵守した行動を心がける必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市職員倫理審査会の開催、職員倫理に関する相談、加古川市職員コンプ
ライアンスハンドブック等倫理関係資料の管理、加古川市職員倫理条例に基づ
く「飲食許可申請書」のとりまとめ

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

法例遵守のみにとどまらず社会のルールや市民感覚を意識した行動を通じて、
公務員としての倫理意識の向上を図る。

32200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 322

財　

源　

内　

訳

□拡充

コンプライアンス意識の向上のため、今後も継続して職員倫理審査会を開催す
る必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 322

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

行政運営対策事業

955



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業（職員課）
部 局 名 総務部

課（室）名 職員課

件

対 象 指 標 名

職員数 1,79100

成 果 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染症の影響により会食が自粛されたためか、令和３年度報告分（令和
２年度実績）においては「倫理監督者の許可を必要とする行為」は０件であった。

職員倫理審査会の開催
回数

回 200

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度はコンプライアンスハンドブック改訂のため、職員倫
理審査会を２回開催した。

違反行為該当件数

目 標 値

0

目標年度

令和8年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

956



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業
部 局 名 総務部

課（室）名 職員課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法

現 状 と 課 題

多様化する住民ニーズや高度な行政課題に対応するため、時代に応じた職員の
能力を開発する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

職位ごとに求められる知識・能力の習得や加古川市職員としての意識を醸成す
る「階層別研修」、業務遂行力を向上させるための「専門研修」、外部機関が
実施する研修へ職員を派遣する「派遣研修」、特定の課題解決のため組織的に
取り組んでいく「特別研修」、自ら学ぼうとする意欲を支援する「自己啓発
（支援）」を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各職位に必要とされる能力や求められる意識等を学び、職員としての資質の向
上を図る。

13,4599,81816,047

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12,822

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が必要とされる能力や求められる意識等を学ぶことができるよう、効果的
な研修を継続的に実施しなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 13,459

そ の 他 特 財 637

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

人事管理費

職員研修事業

957



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業
部 局 名 総務部

課（室）名 職員課

％

％

対 象 指 標 名

職員数 1,7911,7771,746

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度より一部の階層で新しい研修を導入したが、難易度や実施方法に検討の余地があ
り、満足度が低下した研修があった。

内部研修修了者数 人 3,6873,5534,343

派遣研修修了者数 人 294191273

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は新型コロナウイルス感染防止のため中止した研修が
あったが、令和３年度はおおむね予定どおり実施できたため、受
講者数が増加した。

アンケート調査による
効果測定（満足度）

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

80.1684.283.7

アンケート調査による
効果測定（活用度）

100令和2年
度

84.0384.984.2

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市営駐車場運営管理事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 06 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

駐車場の運営管理を適正に行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場を適正に運営管理するために事務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場の運営管理を適正な状態に保つ。

34,56324,57628,539

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 16,292

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度から指定管理者制度を導入し、令和元年度から駐車場事業特別会
計を廃止し、一般会計へ移行した。引き続き駐車場の運営管理を適正に行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 34,563

そ の 他 特 財 18,271

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

市営駐車場運営管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市営駐車場運営管理事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

台

対 象 指 標 名

カーパークつつじ駐車
可能台数

437437437

成 果 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染拡大により休止されていた周辺施設の利用状況が回復したことによ
り増加したと考えられる。

カーパークつつじ年間
利用台数

台 306,188240,592288,544

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染拡大により休止されていた周辺施設の利
用状況が回復したことにより増加したと考えられる。

カーパークつつじ年間
利用台数

目 標 値

0

目標年度

306,188240,592288,544

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（税務部）
部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 01 

細  目 020  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

Ｈ２８年度に導入された基幹システムの契約期間はＲ８年度であるが、国によ
りＲ７年を目処にシステム標準化が予定されているため、見直しを進める必要
がある。また、Ｒ４年度より各種証明書の電子申請、手続きの電子化及びＳＭ
Ｓ催告システムの実施を予定しており、今後も主にデジタル技術を活用した業

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税務部の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民税課、資産税課、収税課、債権管理課における懸案事項に対応するため、
先進地視察を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

賦課・徴収事務の適正化を図る。

1230273

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 123

財　

源　

内　

訳

□拡充

業務の効率化にかかる課題等の解決に向けて、調査、検討を進めるための事業
であるため、新型コロナウイルス感染症の状況を適宜判断しながら実施するこ
とが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 123

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

税務総務費

税務一般事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（税務部）
部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

人

対 象 指 標 名

税務部の職員数 101103100

成 果 指 標
分 析 結 果

部内の職員に対して先進地視察の機会を与えることで、課題の解決に向けた検討を進めるこ
とができた。

部内人材育成事業先進
地視察先

市 406

活 動 指 標
分 析 結 果

業務の効率化にかかる課題等の解決に向けて、調査、検討を進め
ることができた。

部内人材育成事業先進
地視察参加者数

目 標 値

11

目標年度

令和4年
度

8015

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 17 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域コミュニティ等の拠点として総合的な地域行政と市民サービスの充実に努
めている。多様化する市民への行政サービスに対し、職員のスキルアップとセ
ンター機能の充実が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

行政サービスを必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民センターにおける総合窓口サービスを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民に身近な行政サービスを迅速かつ効率的に提供する。

5,4765,0164,995

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,122

財　

源　

内　

訳

□拡充

市内９箇所の市民センターでは、届出や申請の受付、証明書等の発行、市税等
の収納など多岐にわたる総合窓口業務を行い、市民に身近な行政サービスを迅
速かつ効率的に提供するとともに、地域コミュニティの拠点としての役割を果
たしている。今後も継続して行うことにより、市民サービスの充実が図られ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,476

そ の 他 特 財 354

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

市民センター費

市民センター事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 加古川市民センター

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

259,603261,041262,308

成 果 指 標
分 析 結 果

マイナンバー連携の拡充やスマホ納付等の影響により取扱件数が減少している。

業務取扱件数 件 355,897393,797438,612

活 動 指 標
分 析 結 果

マイナンバー連携の拡充やスマホ納付等の影響により取扱件数が
減少している。

業務取扱件数

目 標 値

350,000

目標年度

令和8年
度

355,897393,797438,612

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 相談事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 生活安全課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 22 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民相談の相談内容は複雑多様化しているため、今後も市民相談に関わる職員
のスキルアップが必要である。法律相談については、予約時に相談内容が適し
ているかを聞き取りする中で解消しているケースもあり、法律相談の予約待ち
の解消にもつながっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民相談員による市民相談、弁護士による法律相談など各種相談事業の実施。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の日常生活の中で生じる悩みごとを解決するための道筋の案内や、法律的
な側面からの助言、相談内容に適した相談窓口の紹介や取り次ぎを行うことに
より、市民生活の安定および向上を図る。

9,99910,0059,923

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,999

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民相談や法律相談に対する市民のニーズは高く、市民の生活上の問題につい
て知識や手続き方法などを習得することにより、市民生活の安定及び向上を図
ることができるため、市民相談や法律相談など各種相談事業を引き続き実施す
る必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,999

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

生活対策費

相談事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 相談事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 生活安全課

件

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

259,603261,041262,308

成 果 指 標
分 析 結 果

相談内容は多種多様化しており、相談時間が長時間にわたるケースが多い。また、法律相談
は年間１０２回実施し、稼働率は６１パーセントとなっている。

市民相談日数 日 242243240

法律相談回数 回 102102102

活 動 指 標
分 析 結 果

市民相談については、平日の９時から１７時まで実施している。
法律相談については、年間１０２回（２回／週：１日あたり９
件）実施している。

市民相談件数

目 標 値

1,200

目標年度

令和3年
度

496561409

法律相談件数 900令和3年
度

557624707

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（市民協働
部）

部 局 名 市民協働部

課（室）名 スポーツ・文化課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 23 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

先進地視察や研修会を通じて市民協働部職員のスキルアップを図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民協働部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会へ参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部の課題解決及び職員の資質向上を図る。

10528288

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 105

財　

源　

内　

訳

□拡充

部の課題解決及び職員の資質向上を図るため、先進地視察や研修会参加を実施
する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 105

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

自治振興費

自治振興事業

967



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（市民協働
部）

部 局 名 市民協働部

課（室）名 スポーツ・文化課

回

対 象 指 標 名

希望参加者数 51114

成 果 指 標
分 析 結 果

参加者による報告会を実施することで、職員間で知見の共有が図られている。

参加者数 人 51114

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染症の影響により、計画通りには実施でき
なかったものの、可能な限り先進地視察や研修に参加し、多様化
する業務への課題解決の手法を学んだ。

報告会等実施回数

目 標 値

3

目標年度

令和8年
度

411

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（産業経済
部）

部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 07 

項 01 

目 02 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

先進地視察や研修会等を通じて職員のスキルアップを図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

産業経済部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び研修会等への参加。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部の課題解決及び職員の資質向上を図る。

39123233

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 391

財　

源　

内　

訳

□拡充

先進地視察や研修会等への参加により、職員の資質向上を図るとともに、部の
課題解決や業務効率化の一助となっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 391

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

商工費

商工費

商工業振興費

商工業振興一般事業

969



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（産業経済
部）

部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

産業経済部職員数（正
規職員）

484851

成 果 指 標
分 析 結 果

先進地事例視察や研修会等への参加により、課題解決に向けた検討とともに、職員が見識を
深めることができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 713

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は７件の先進地視察等を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

令和8年
度

1524

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

970



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（環境部）
部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 04 

項 01 

目 06 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

業務内容の高度化、専門性が進む中、職員のスキル向上が求められているとと
もに、部内において多種多様な課題が山積しており、新たな知識や見識が必要
となっている。なお、コロナ禍において視察の実施について見直しも含めて検
討する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

環境部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び講習会等への参加等

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の能力向上や知識・見識を深める。

6079

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6

財　

源　

内　

訳

□拡充

政策課題の研究、調査、解決、専門職員の育成、業務に関する知識向上などの
観点から継続すべき事業であり、実施にあたり部内課題の重要性や事務の緊急
性などを十分検討したうえで実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

衛生費

保健衛生費

環境保全費

環境管理事業

971



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（環境部）
部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

人

対 象 指 標 名

環境部職員（技能労務
職は除く）

545454

成 果 指 標
分 析 結 果

本市と同様の課題がある先進地への視察について、令和３年度は１回実施した。

先進地視察及び講習会
等への参加にかかる費
用

円 6,000078,620

活 動 指 標
分 析 結 果

本市と同様の課題がある先進地への視察について、令和３年度は
新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、実施は県内の先進
地への１回（６名参加）にとどめた。

参加人数

目 標 値

2

目標年度

令和4年
度

602

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（福祉部）
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 01 

目 01 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた人的資源において、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ば
していくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

福祉部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

00260

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

この事業を通じて先進地の事例等を学ぶことにより、当市の事業を効果的に実
施できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

福祉事務所運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（福祉部）
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

対 象 指 標 名

福祉部に所属する職員
数

147187186

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響により実施することができなかっ
た。令和４年度は、コロナ禍であっても、工夫して学ぶことができるように、当初予算に研
修参加負担金を新たに計上している。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 006

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は、１件、先進地視察を実施予定だったが、まん延防
止等重点措置が再度発令され中止となった。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

令和5年
度

0080

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（健康医療
部）

部 局 名 健康医療部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 03 

項 01 

目 09 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた経営資源の中、人的資源である職員の知識や意欲、可能性をいかに伸
ばしていくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

健康医療部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

業務課題の解決に向けて先進地視察を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

健康医療部の各所属が抱える業務課題の解決を図る。

0150338

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

業務課題の解決に向けて先進地視察について予算措置している。令和３年度は
優先課題であるワクチン接種に尽力したことと、感染状況を踏まえ、通常業務
内において課題解決を実践し先進地視察は実施しなかった。 

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

民生費

社会福祉費

国民年金費

国民年金事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（健康医療
部）

部 局 名 健康医療部

課（室）名 医療助成年金課

人

対 象 指 標 名

職員数（再任用・任期
付職員を含む）

91186181

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度は優先課題であるワクチン接種に尽力したことと、感染状況を踏まえ、通常業務
内において課題解決を実践し先進地視察等は実施しなかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 025

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は部の主要業務であるワクチン接種業務を優先したこ
とと、コロナ感染状況により先進地視察等は自粛した。

部内人材育成事業先進
地視察参加者数

目 標 値

1

目標年度

令和8年
度

0312

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（こども部）
部 局 名 こども部

課（室）名 こども政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 03 

項 03 

目 01 

細  目 072  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた職員数ではあるが、多岐にわたる課題に対し、広い視野を持ち対応で
きる人材が求められている。いかに職員のモチベーションを維持し、知識やス
キルを身につけさせ、可能性を伸ばしていくかが課題である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

こども部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

こども部職員が業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

8095

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8

財　

源　

内　

訳

□拡充

新型コロナウイルス感染症が収束していけば実施は可能。他市の先進事例を参
考に、効果的な事業の実施を目指す。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

子ども・子育て支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（こども部）
部 局 名 こども部

課（室）名 こども政策課

人

件

対 象 指 標 名

こども部に所属する職
員数

145140136

成 果 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、移動に伴うリスクや、視察を受け入れる自治体側
のリスク増を考慮して、県外の自治体については、現地を訪問しての視察や研修は実施しな
かったが、オンラインにより実施したため、予定より多数の職員が参加でき、詳しい話を聞
くことができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 103

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は、家庭的保育事業等への監査にかかる研修、地域子
育て支援拠点、ＡＩによる教育・保育施設等の入所調整導入にか
かる県外の先進地視察を行う予定であったが、新型コロナウイル
ス感染症の拡大により訪問を見合わせ、メール、電話、インター
ネット等により情報収集し、オンライン視察を実施した。県内の
市は訪問して視察を行ったが、最小限に留めた。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

3

目標年度

令和2年
度

306

見直しを行った事業数
及び新たに検討した事
業数

2令和2年
度

003

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（建設部）
部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 08 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

建設部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

74182118

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 74

財　

源　

内　

訳

□拡充

技術の向上及び事務処理をスムーズに遂行するためには研修会参加は有効であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 74

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

土木費

道路橋梁費

道路橋梁総務費

道路等管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（建設部）
部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

人

対 象 指 標 名

建設部職員 254

成 果 指 標
分 析 結 果

国が主催する技術研修に参加し、最新の技術を業務に生かすよう知識向上に意欲的に取組む
とともに、全国規模の大会に参加することができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 244

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、研修等に１名が、所管事業の全国規模の
大会に１名が参加した。

研修参加者数

目 標 値

2

目標年度

令和4年
度

254

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 石綿飛散事案対策事業
部 局 名 建設部

課（室）名 営繕課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和2年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 08 

項 01 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市石綿飛散事案対策委員会規則、加古川市石綿関連疾患リスク推定部会
設置要綱、加古川市石綿関連疾患健康・心理相談部会設置要綱

現 状 と 課 題

アスベストがどこにどの程度どれぐらいの時間飛散していたかを正確に把握し
たいが、参考にできる事例や論文がないため、当時の工事作業を洗い出しなが
ら、各再現実験より事案発生時の飛散状況を把握できるよう努めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

令和２年８月上旬に別府中学校に在籍していた生徒・教職員及び近隣住民等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

令和２年８月に別府中学校給食配膳室において発生させたアスベスト飛散事案
に対応するため、加古川市石綿飛散事案対策委員会を設置し、アスベスト関連
疾患に罹患するリスク推定を行う。また、健康及び心理面で不安を訴える方の
相談に応じるため、健康・心理相談会及び読影を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

石綿関連疾患に罹患するリスク等について、関係者に対して報告を行い、その
後の対応について理解を得る。

3,73600

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,736

財　

源　

内　

訳

□拡充

リスク推定作業を進めるとともに、健康・心理相談に応じながら、随時委員会
での報告事項を情報発信しており、関係者の皆様のご心配にお応えするよう努
めている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,736

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

土木費

土木管理費

土木総務費

石綿飛散事案対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 石綿飛散事案対策事業
部 局 名 建設部

課（室）名 営繕課

％

％

対 象 指 標 名

別府中学校の近隣世帯 1211210

令和２年８月上旬に別
府中学校に在籍してい
た生徒・教職員等

人 8158150

成 果 指 標
分 析 結 果

ホームページでの委員会・部会等の情報発信は適切に行えている。健康・心理相談について
は、相談依頼が無く０％となっているが、引き続き相談体制の確保に努める。

石綿飛散事案対策委員
会議開催回数

回 200

石綿関連疾患リスク推
定部会議開催回数

回 1000

石綿関連疾患健康・心
理相談部会議開催回数

回 100

活 動 指 標
分 析 結 果

委員会及び各部会共に、概ね年度当初に予定した会議を実施し
た。

ホームページでの石綿
委員会・部会・ニュー
スレター情報発信率

目 標 値

100

目標年度

令和8年
度

10000

石綿関連疾患健康心理
相談会の応対率

100令和8年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

世帯

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 08 

項 05 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

高度なスキルを持つ人材の育成が急務であるが、先進事例が県外である場合や
専門的な研修が関東圏で開催されることが多いことから、旅費等が高額になっ
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

都市計画部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

32182135

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 32

財　

源　

内　

訳

□拡充

質の高い行政サービスを持続的に提供するため、計画的に先進地視察や専門的
な研修を進めている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 32

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

土木費

都市計画費

都市計画総務費

都市計画行政に要する一般的経費

983



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

人

対 象 指 標 名

都市計画部に所属する
職員数

636462

成 果 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、令和３年度においては先進地視察及び研修会の参加人
数が減少している。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 133

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、令和３年度においては先進
地視察及び研修会の参加件数が減少している。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

10

目標年度

令和8年
度

346

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（会計室）
部 局 名 会計室

課（室）名 会計課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 05 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が限られる中で、貴重な人的資源を有効に活用す
るため、職員の意欲、資質、可能性をいかに伸ばしていくかが大きな課題と
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

会計室職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員が業務遂行に関する知識を習得することで、市の公金に係る出納事務及び
審査業務をより効果的効率的に行うための改善を図る。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

効果的、効率的に事業実施を行うにあたり、職員の能力開発を図る当事業は有
効である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

会計管理費

出納事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（会計室）
部 局 名 会計室

課（室）名 会計課

人

対 象 指 標 名

職員数 111111

成 果 指 標
分 析 結 果

より積極的に先進事例の調査・研究や研修会への参加を行い、職員の知識の習得を図る必要
がある。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 000

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、視察を実施できなかった。なお研修参加
については全て別事業から予算執行した。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

2

目標年度

令和4年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（消防本部）
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 09 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

様々な組織の課題に対して年間６名程度の職員が、先進地の視察や各種研修会
等に参加している。視察結果や研修結果が即、組織の課題解決には繋がらない
ものの人材育成の一助になっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

消防職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地への視察や研修会等へ参加することで、部内の課題解決を進めていく。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

組織の課題等を把握し、解決へと導き出すことを目的とする。さらに、職員の
知識・技術の資質向上を図る。

200324

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 20

財　

源　

内　

訳

□拡充

視察結果や研修結果がすぐに組織の課題解決に繋がることは多くないが、職員
の知識向上等の人材育成面では有効性の高い事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 20

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

消防費

消防費

常備消防費

常備消防一般管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（消防本部）
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

対 象 指 標 名

消防職員 329331327

成 果 指 標
分 析 結 果

令和元年度以前は、年間６、７名の消防職員が先進地の視察を行っていたが、令和２年度は
新型コロナウイルス感染症の影響により実施できず、令和３年度は感染対策の徹底や研修方
法の変更により、４名の消防職員が視察等を実施することができた。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 407

活 動 指 標
分 析 結 果

先進地の視察等を行い、本市消防行政と照らし合わせることによ
り、あらゆる角度から考察し課題解決を行っている。令和３年度
は、感染対策の徹底や研修方法の変更により、４名の消防職員を
視察や研修に参加させることができた。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

令和3年
度

407

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（議会事務
局）

部 局 名 議会事務局

課（室）名 議事総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 01 

項 01 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた行政経営資源（人・もの・金）のなか、職員の意欲、資質、可能性を
いかに伸ばし、貴重な人的資源として活用していくかが大きな課題となってい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

議会事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

地方議会を取り巻く状況の変化に対応するため、自ら課題を発見し、発案、視
察を行うことができる当事業は、効果的・効率的な事業実施に有効であるた
め、今後とも継続して行っていくことが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

議会費

議会費

議会費

議会管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（議会事務
局）

部 局 名 議会事務局

課（室）名 議事総務課

人

対 象 指 標 名

議会事務局に所属する
職員数

121212

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、先進地視察及び研修会参加を行わなかったため、部内課題解決事業
での職員力・組織力の向上は達成できなかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 000

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、コロナ禍であったため、研修機関等が実
施する研修会にはオンラインで参加したが、部内課題解決事業と
しての先進地視察及び研修会参加は行わなかった。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

1

目標年度

令和4年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（選挙管理委
員会事務局）

部 局 名 選挙管理委員会事務局

課（室）名 選挙管理委員会事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 04 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現状では、有線回線が整備されている施設が投票所の固定化につながり、期日
前投票所を変更できない状況であるが、無線回線の安全性が確認されたため、
国が無線回線の導入を解禁している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

選挙管理委員会事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び商業施設、システム業者との打ち合わせ

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

商業施設に期日前投票所を設置するための課題の洗い出し及び解決方法の習得
を図る。

100065

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 100

財　

源　

内　

訳

□拡充

商業施設に期日前投票所を設置し、無線回線を利用した選挙システムの運用が
できた。引き続き、他の施設での実施に向け、調査、研究を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 100

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

選挙費

選挙管理委員会費

選挙管理委員会事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（選挙管理委
員会事務局）

部 局 名 選挙管理委員会事務局

課（室）名 選挙管理委員会事務局

回

回

対 象 指 標 名

選挙管理委員会事務局
職員数

077

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度においてもコロナウィルス感染症の状況を鑑み、視察を見送った。

先進地視察回数 回 001

業者打ち合わせ回数 回 004

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においてもコロナウィルス感染症の状況を鑑み、視察
を見送った。

視察回数

目 標 値

1

目標年度

令和2年
度

001

打ち合わせ回数 2令和2年
度

004

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（監査事務
局）

部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 06 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

監査基準の見直しにより、リスク・アプローチの観点からの監査、内部統制に
依拠した監査の実施が求められており、監査委員の事務を補助する職員に対し
ても、専門能力の向上と知識の蓄積が不可欠である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

監査事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の専門能力の向上と知識の蓄積を図る。

002

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

より効果的な監査等の実施にあたっては、現行の監査手法の見直しは必要であ
るため、先進地視察や研修会参加は有効である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

監査委員費

監査委員費

監査委員活動事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（監査事務
局）

部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

人

対 象 指 標 名

職員数 888

成 果 指 標
分 析 結 果

令和3年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響により研修会参加や先進地視察は
見合わせた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 001

活 動 指 標
分 析 結 果

令和3年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響により研
修会参加や先進地視察は見合わせた。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

4

目標年度

令和3年
度

001

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

994



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（農業委員会
事務局）

部 局 名 農業委員会事務局

課（室）名 農業委員会事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 06 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

農地の利用の最適化の推進を行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民（主に農家）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

農業施策・活動の先進事例の情報収集を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域農業の課題認識を深め、その解決方法を研究することで、効果的・効率的
な行財政運営につなげる。

0081

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業の目的から、今後も現行の事業内容が妥当と判断する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

農林水産業費

農業費

農業委員会費

農業委員会一般事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（農業委員会
事務局）

部 局 名 農業委員会事務局

課（室）名 農業委員会事務局

人

対 象 指 標 名

農業委員会事務局に所
属する職員数

998

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度は、新型コロナウイルスの感染防止のため実施できなかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 002

活 動 指 標
分 析 結 果

良好

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

0

目標年度

令和8年
度

002

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育総務
部）

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識、やる気、資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育総務部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

15217125

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 15

財　

源　

内　

訳

□拡充

この事業を通じて、先進地の事例等を学ぶことにより、業務を効果的に実施で
きている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 15

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

事務局に要する一般的経費
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育総務
部）

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

人

対 象 指 標 名

教育総務部に所属する
職員数

504442

成 果 指 標
分 析 結 果

先進地事例等を事業の推進及び課題解決の参考とすることができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 391

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度においては、義務教育学校開校における課題、検討体
制等に関して先進地視察等を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

0

目標年度

7182

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 10 

項 07 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域の人間関係の希薄化が進む中、地域総がかりで子どもたちを育む環境づく
りが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育指導部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や講習会に参加する。参加後、部内で報告会を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る課題を把握、整理させたうえで、課題解決のための知識
を習得させる。

111146155

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 111

財　

源　

内　

訳

□拡充

他の先進的・先行的な取組みを知ることで、課題解決策の検討や、新規事業の
企画立案に役立てることができるため、本事業の果たす役割は大きい。今後は
視察等で得た情報を参考にしつつ、本市にとってよりよい事業展開のあり方に
ついて検討を進めたい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 111

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

教育費

社会教育費

社会教育総務費

生涯学習推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育課

人

人

対 象 指 標 名

教育指導部職員数 818580

成 果 指 標
分 析 結 果

関係者が集まる場で報告会を実施し、課題の共通理解を深めることができた。

先進地視察及び講習会
派遣件数

件 769

活 動 指 標
分 析 結 果

部内各課が抱える重要課題を整理し、令和３年度は７所属中３所
属の職員を先進地等に派遣した。

先進地視察及び講習会
派遣人数

目 標 値

6

目標年度

令和8年
度

16918

先進地視察及び講習会
派遣報告会参加者数

45令和8年
度

595920

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

1000



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川公民館等複合施設・東
消防署整備事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 048  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

少子高齢化に伴う人口減少が進む中、公共施設の機能集約等の見直しが求めら
れる一方、いつまでも住み続けたいまちとして、子育て世代に選ばれる施策の
展開が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

●公民館及び消防署・・・加古川市民●子育てプラザ・・・就学前児童とその
保護者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

令和元年度は旧加古川東市民病院施設の解体が完了し、複合施設（東加古川公
民館・東加古川子育てプラザ）及び東消防署を整備する事業者と建設工事請負
契約を締結のうえ、基本設計が完了した。令和２年度及び３年度は実施設計・
建設工事が完了し、複合施設及び東消防署ともに令和４年度に供用を開始し
た。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川東市民病院跡地活用計画に基づき、東加古川公民館、東加古川子育てプ
ラザ、東消防署の公共施設の集約や施設間の相互連携・機能補完により、導入
機能が高まる「交流」「学び」「安心」「憩い」「賑わい」の５つのキーワー
ドをコンセプトに、誰もが気軽に利用でき、「地域に愛される開かれた空間」
の創出を図る。

2,105,077610,74929,572

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 1,621,500

一 般 財 源 483,577

財　

源　

内　

訳

□拡充

基本設計、実施設計及び建設工事が完了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 2,105,077

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

東加古川公民館等複合施設・東消
防署整備事業

1001



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川公民館等複合施設・東
消防署整備事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

％

対 象 指 標 名

複合施設（公民館・子
育てプラザ）及び消防
署

111

成 果 指 標
分 析 結 果

基本設計及び実施設計が完了した。整備事業の進捗も予定通り進み、複合施設及び東消防署
ともに供用を開始した。

基本設計・実施設計の
進捗率

％ 10010050

活 動 指 標
分 析 結 果

基本設計及び実施設計が完了した。

基本設計・実施設計の
進捗率

目 標 値

100

目標年度

令和3年
度

10010050

整備事業の進捗率 100令和3年
度

100500

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設等再配置事業
部 局 名 企画部

課（室）名 広報・行政経営課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和3年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 090  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

施設の機能移転や複合化等は公共施設マネジメントを進める上で重要な取組だ
が、地域や民間事業者、市の各部局が連携し実施していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、市公共施設利用者、市公共施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

令和３年度中に、加古川図書館をＪＲ加古川駅前へ機能移転する。令和４年度
中に、市役所周辺の貸館機能や行政機能の一部をＪＲ加古川駅前へ機能移転す
る準備を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

次世代に負担を残すことなく安定した行政サービスを提供する。

558,45000

国 庫 支 出 金 5,587

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 552,863

財　

源　

内　

訳

□拡充

加古川図書館の機能移転を完了した。令和４年度の貸館・行政機能の移転を着
実に進める必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 558,450

そ の 他 特 財

令和4年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

公共施設マネジメント推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設等再配置事業
部 局 名 企画部

課（室）名 広報・行政経営課

％

対 象 指 標 名

施設数 100

成 果 指 標
分 析 結 果

本事業の成果のみを反映するものではないが、目標値を上回るよう取組を進める。

移転施設数 施設 100

活 動 指 標
分 析 結 果

加古川図書館の機能を移転した。

行政の効率化に関して
満足している市民の割
合

目 標 値

50

目標年度

令和8年
度

40.837.80

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 06 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

未利用財産の活用については、加古川市公有財産等有効活用検討委員会が取り
まとめた方針に従い、関係部局と連携して早期実施を図る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

売却可能な未利用財産（市有地）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●一般公募売却の場合、売払い広告を作製し加古川市周辺２市２町の住民に広
くＰＲする。●売却する準備として、必要に応じ用地確定測量を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正に未利用財産を売却する。

9814,2803,009

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 981

財　

源　

内　

訳

□拡充

未利用財産（市有地）をできるだけ早期に適正な価格で処分する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 981

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

管財事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

千円

対 象 指 標 名

売却可能な未利用財産
（市有地）

342

成 果 指 標
分 析 結 果

公募売却の結果、3件の売却が成立した。

売払い広告の回数 回 111

用地確定測量の件数 件 012

活 動 指 標
分 析 結 果

未利用地の計画的な処分を進めるため、公募売却を実施した。

未利用地売却金額

目 標 値

23,613

目標年度

令和2年
度

81,592197,73771,300

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用車両購入事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市自動車管理規程

現 状 と 課 題

電気自動車の購入を段階的に図っていきたいと考えるが、コスト面での問題が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管理している庁用車

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

庁用車の更新基準に従い、安全・環境・経済性を考慮しながら車両の更新を行
う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

定期的に庁用車を更新することは、安全面等において不可欠である。

3,50708,135

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,507

財　

源　

内　

訳

□拡充

更新基準に到達した庁用車については、早期に更新していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,507

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

庁用車両購入事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用車両購入事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

％

対 象 指 標 名

庁用車台数（管財課所
管）

656564

成 果 指 標
分 析 結 果

年間数台づつ車両の更新を行うことにより、庁用車の運行管理における安全・環境・経済性
の向上を図っている。

更新車両台数 台 305

活 動 指 標
分 析 結 果

年間数台づつ車両の更新を行っている。

車両等の更新達成率

目 標 値

5.97

目標年度

令和8年
度

4.61507.813

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 固定資産評価システム運用事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 02 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

令和２年度に登記履歴管理システム導入と家屋評価システム更新を行った。一
方、ＧＩＳについては、リース期間の終了に伴い本市所有となっているが、住
民情報システム更新との関連を考慮し、遅くとも令和６年度までにシステム更
新ができるよう検討・準備していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋）を所有す
る者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＧＩＳシステム・家屋評価システム及び登記履歴管理システムの保守・運用を
行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

基準に則った土地・家屋の評価を効率的に行い、固定資産税・都市計画税の適
正な賦課を行う。

1,8145,3502,428

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,814

財　

源　

内　

訳

□拡充

ＧＩＳシステム・家屋評価システムの保守・運用委託を行うことで、システム
の安定した稼動を維持し、円滑な賦課業務を行うことができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,814

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

賦課費

市税賦課事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 固定資産評価システム運用事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

万円

万円

対 象 指 標 名

納税義務者数（固定資
産税）

104,601104,338103,955

納税義務者数（都市計
画税）

人 82,04681,73081,338

成 果 指 標
分 析 結 果

適正な賦課が行えている。

土地システム関係委託
料等

千円 5782,1751,939

家屋システム関係委託
料等

千円 1,236678489

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は、特に大きなシステム改修等もなく、土地システ
ム・家屋システムとも安定的に稼働した。

固定資産税調定額

目 標 値

1,300,000

目標年度

令和8年
度

1,258,0651,290,9241,270,676

都市計画税調定額 283,000令和8年
度

274,443279,783276,097

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 02 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

令和２年度は３年に１度の評価替作業年度に該当し、主に補正の見直しや路線
価要因の見直しを業務委託を活用して行った。本市においては、市街化区域す
べてに路線価方式を採用しており、用途の多様化や各種規制の影響から、評価
が細分化・複雑化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の固定資産（土地約２９．７万筆・家屋約１３．３万棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

土地・家屋の評価替に関する業務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

土地・家屋の評価替を実施し、固定資産税・都市計画税の適正な賦課を行う。

14,90519,16288,289

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 14,905

財　

源　

内　

訳

■拡充

令和６年度課税に向けた評価替作業を合理的かつ効率的に進めることができ
た。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 14,905

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

賦課費

市税賦課事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

万円

万円

対 象 指 標 名

土地筆数 297,898296,946295,767

家屋棟数 棟 133,621133,375133,362

成 果 指 標
分 析 結 果

自主財源の確保に向けた適正な賦課が行えている。

標準宅地数 地点 891889889

土地家屋図修正件数 件 11,97610,40011,121

活 動 指 標
分 析 結 果

業務委託を活用し、合理的・効果的な事業実施ができた。

固定資産税調定額

目 標 値

1,300,000

目標年度

令和8年
度

1,258,0651,290,9241,270,676

都市計画税調定額 283,000令和8年
度

274,443279,783276,097

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

筆

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業
部 局 名 税務部

課（室）名 債権管理課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方自治法施行令、民法、債権管理条例等

現 状 と 課 題

債権管理マニュアルの作成及び庁内研修の実施等により、市債権管理の適正化
を図り、着実に未収債権を削減してきた。今後は、早期催告・早期着手による
滞納累積防止と徴収困難案件を含めた効果的・効率的な滞納整理を進めなけれ
ばならない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料、市立認定こども園保育
料（保育認定子どもに係るものに限る。）及び保育所保育料（以下「４債権」
という。）並びにその他の市債権（市税及び上下水道事業を除く）の未収債権

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

４債権の収納、徴収及び滞納整理を行う。また、他の債権所管課から事務の移
管を受け、強制徴収公債権の滞納処分並びに非強制徴収公債権及び私債権の裁
判所への法的手続申立てを行う。その他、市債権の整理対策及び納付促進業務
を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

自主納付の促進と効果的・効率的な債権整理による滞納の解消、未収金の削
減。

34,48727,56229,219

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 34,466

財　

源　

内　

訳

□拡充

４債権については、早期催告や納付環境の利便性向上による自主納付の促進と
効果的・効率的な滞納整理に引き続き取り組む。非強制徴収公債権及び私債権
については、債権所管課において法的手続申立てを視野に入れた債権回収と適
正な債権整理（債権管理条例による債権放棄）に係る知識の習得及び事務改善
を進められるよう研修や相談助言に努めることで、適正な債権管理と未収金の
削減を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 34,487

そ の 他 特 財 21

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

債権管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業
部 局 名 税務部

課（室）名 債権管理課

千円

対 象 指 標 名

４債権（合計）の滞納
者数

4,6085,0395,868

成 果 指 標
分 析 結 果

早期の電話催告や納付利便性向上（督促状のコンビニ納付対応、スマートフォンを利用した
キャッシュレス決済の推進）による自主納付促進と効果的・効率的な債権整理による滞納の
解消に努め、４債権の未収金額を削減することができた。

４債権（合計）の差押
件数

件 823434856

４債権（合計）の納付
案内コールセンター電
話催告発信件数

件 13,88617,31319,104

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルスの影響が長期化する中で、社会経済情勢や納
付義務者の収入減等に配慮しながらも、納付資力を的確に見極
め、効果的な滞納整理と滞納処分を行った。また、強制徴収公債
権について、生活福祉課より事務移管を受け、滞納整理（交付要
求等）を行った。

４債権（合計）の未収
金額

目 標 値

400,000

目標年度

令和8年
度

542,690657,102793,588

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 旧平荘湖アクア交流館解体撤去
事業

部 局 名 市民協働部

課（室）名 スポーツ・文化課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 両荘地区

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 27 

細  目 042  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

閉館した旧アクア交流館の建物等が残存している。
建物には、未発掘の遺跡や埋没杭があり、解体に困難・高額となる可能性があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

旧アクア交流館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

閉館した旧アクア交流館を解体するための工事等。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

閉館した施設を解体し、管理が必要な公共施設面積を削減する。

167,9869,1410

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 786

財　

源　

内　

訳

□拡充

施設の解体が完了するまで、事業を継続する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 167,986

そ の 他 特 財 167,200

～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

ウェルネス費

旧平荘湖アクア交流館解体撤去事
業

1015



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 旧平荘湖アクア交流館解体撤去
事業

部 局 名 市民協働部

課（室）名 スポーツ・文化課

箇所

対 象 指 標 名

維持管理すべき施設数 111

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度から解体工事に着工した。令和４年度完了予定である。

施設整備件数 箇所 100

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度から解体工事に着工した。令和４年度完了予定であ
る。

施設整備済件数

目 標 値

1

目標年度

令和2年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業
部 局 名 建設部

課（室）名 営繕課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 06 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築基準法、消防法、建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

営繕課にて、施設の劣化状況等に基づき修繕を計画することにより、維持補修
に要する費用の縮減等が図れ、事業の効率が向上している状況にある。そうし
た状況の中、公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画を考慮しながら、
より効率的な修繕計画が必要となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公共建築物〔学校（園）を除く〕の施設、施設利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の補修、改修及び設計委託等を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設を適切に維持管理し延命化すると共に、施設利用者の安全・快適性の充実
を図る。

227,319192,911221,328

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 56,400

一 般 財 源 170,919

財　

源　

内　

訳

□拡充

営繕調査等により計画的・効率的な補修・改修を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 227,319

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

公共施設維持補修事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業
部 局 名 建設部

課（室）名 営繕課

％

％

％

対 象 指 標 名

維持管理すべき施設数 109109109

成 果 指 標
分 析 結 果

発注予定件数に対し、100％執行することにより施設の延命化を図ることができた。

工事発注件数 件 334

修繕発注件数 件 343618

改修に伴う設計委託・
石綿調査委託発注件数

件 342

活 動 指 標
分 析 結 果

改修工事（工事請負費）３件、補修・修繕（修繕料）３４件、改
修に伴う設計委託・石綿調査委託等（委託料）３件の発注を行
なった。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和8年
度

100100100

修繕発注率 100令和8年
度

100100100

改修に伴う設計委託・
石綿調査委託発注率

100令和8年
度

100100100

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スマートシティ推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和3年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 125  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市スマートシティ構想

現 状 と 課 題

令和３年３月に「スマートシティ構想」を策定し、市の目指すビジョンを示し
た。一方で「スマートシティ」の市民認知度は低く、単なるデジタル技術の導
入ではなく、市民がその利便性を享受し、豊かさを実感できることが求められ
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、市内に通勤・通学する方

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

情報通信技術を活用して、「①市民のQOLや利便性を向上するサービス」を実
施し、「②都市機能の強化や都市課題の解決」をし、「③デジタル行政の推
進」し、地域課題の解決を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市のさまざまな課題について情報通信技術を活用して解決するとともに、市民
の誰もがその豊かさを享受することで生活の質を高め、ひいては市民満足度の
向上を図る。

27,68800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 27,688

財　

源　

内　

訳

■拡充

少子高齢及び人口減少が進むなか、情報通信技術を一層活用して業務改善を図
るとともに、より便利で快適な、安心して安全に暮らせるまちの実現を目指す
必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 27,688

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

スマートシティ推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スマートシティ推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

％

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

259,603261,041262,308

成 果 指 標
分 析 結 果

市民意識調査の満足度については、令和２年度より調査項目が変更となっており、計画値を
下回ってしまっている。加古川市版Decidimやスマホ講座の開講によりアプリのダウンロー
ド数は、計画を達成している。引き続きスマートシティ施策を積極的にＰＲするとともに、
アプリも含めた有効な情報通信技術の活用方策を検討する。

オープンデータの提供
ファイル数

件 1,3831,3751,089

市内イベント等におけ
るアプリ周知広報回数

回 581410

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は市民参加型合意形成プラットフォーム（加古川市版
Decidim）を活用したオンラインでの意見募集や、オフラインでの
スマホ講座を開講し、高齢者等にスマホの基本操作を説明しつ
つ、かこがわアプリ等を積極的にＰＲした。

行政の効率化に関して
満足している市民の割
合

目 標 値

57

目標年度

令和4年
度

40.837.851.4

「スマートシティ」の
市民認知度

16.4令和4年
度

8.25.50

かこがわアプリダウン
ロード数

20,000令和4年
度

20,34117,16413,606

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 14 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

システムは市民サービスに欠かせないツールとなっており、安定稼動は必須の
要件である。現在自庁設置型のパッケージシステムで運用している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

住民情報システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

専門知識を有するシステム事業者、ＳＥ事業者にシステム保守、運用を委託す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民情報システムを円滑に稼動する。

475,005484,783470,813

国 庫 支 出 金 16,374

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 458,631

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政における市民サービスの根幹をなすシステムを管理するため、今後も継続
して運用を行う必要がある。住民票発行等の市民サービスに影響が出ないよ
う、安定稼働を最優先にした維持管理を行う必要がある。また、国の法制度改
正にも着実に対応できるようシステムの効率的な運用を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 475,005

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

電子計算費

運用管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

対 象 指 標 名

端末台数 357347342

成 果 指 標
分 析 結 果

住民情報システムの内、オンラインシステムは窓口サービスの重要なツールであるため、安
定したサービス提供を継続する必要がある。

システム年間稼働日数 日 351350351

活 動 指 標
分 析 結 果

住民情報システムについて、安定稼動ができた。

住民情報システムオン
ライン障害発生回数

目 標 値

0

目標年度

令和8年
度

212

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 14 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現在では、行政事務を支えるシステムが多数稼動しており、その基幹となる
ネットワークや機器を安定稼働させることは非常に重要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

端末、ネットワーク機器、ネットワーク回線

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種機器の維持管理、運用保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各種機器およびネットワークの安定した運用管理を行う。

129,718214,197173,496

国 庫 支 出 金 434

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 126,483

財　

源　

内　

訳

□拡充

各業務の遂行のために、今後も端末及びネットワーク機器を維持する必要があ
る。市民サービス及び業務に影響が出ないよう、機器の故障や回線の切断を監
視するとともに、障害時においては早期復旧を最優先にした対応を行う必要が
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 129,718

そ の 他 特 財 2,801

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

電子計算費

運用管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,8811,8401,830

ネットワーク機器数 台 333302223

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

システム年間稼働日数 日 365365365

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

令和8年
度

000

障害復旧平均時間 0令和8年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 14 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

行政事務の効率化やペーパーレス化が求められる中で、本システムの重要性は
より一層大きくなっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

内部管理支援システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

システムの運用、保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

障害発生を極力抑えるとともに、発生時には迅速な対応を行うことにより、内
部管理支援システムの円滑な稼動を実現する。

45,53871,89936,669

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 45,538

財　

源　

内　

訳

□拡充

市の内部管理事務に必要不可欠なシステムであり、今後も継続して運用を行う
必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 45,538

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

電子計算費

運用管理事業

1025



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,8111,7701,770

システムの件数 件 555

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

システム年間稼働日数 日 363361355

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じておおむね稼動できている状態にあり、安定してい
る。

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

令和8年
度

000

障害復旧平均時間 0令和8年
度

000

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業
部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

現 状 と 課 題

エルタックスにより、給与支払報告書や法人市民税等の電子申告、国税連携に
よる確定申告書等のデータ受信、年金特徴に係る年金保険者とのデータのやり
とり等が可能となり、対象件数は年々増加している。また、令和元年10月よ
り、法人市民税・給与特徴の納付も可能となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税申告を行った市民、申告（報告）義務のある企業・団体、課税事務を行う市
職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＬＧＷＡＮ回線を通じて所得税確定申告書のデータ（国税連携）、給与支払報
告書、公的年金データ、法人申告書その他課税上必要な書類を電子的に取得す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申告義務者の利便性の向上と課税事務の効率化を図る。

12,01811,53711,146

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 8,527

地 方 債

一 般 財 源 3,491

財　

源　

内　

訳

□拡充

申告・納税者側と自治体側、双方に利便性の向上、事務の効率化等のメリット
が見込める事業であり、法に基づく義務規定もあることから事業を維持する必
要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,018

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

税務総務費

税務一般事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業
部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

％

％

％

対 象 指 標 名

確定申告書の申告件数 45,55745,38443,630

給与支払報告書の報告
枚数

枚 161,048162,689160,971

法人市民税の申告件数 件 6,9116,8887,041

成 果 指 標
分 析 結 果

前年度比で確定申告書は４.０ポイント、給与支払報告書は３．５ポイント、法人市民税申
告書は１．０ポイント増加した。エルタックスが着実に普及していることを表している。

確定申告書の電子デー
タ件数

件 26,50724,59822,334

給与支払報告書の電子
データ件数

件 102,33497,61877,644

法人市民税申告書の電
子データ件数

件 5,0794,9934,824

活 動 指 標
分 析 結 果

確定申告書や給与支払報告書、法人市民税申告書における電子
データ件数が着実に上昇している。これはＰＲの効果もあり、エ
ルタックスのメリットが利用者に浸透してきたことが要因と考え
られる。

確定申告書の全受付件
数における電子データ
件数の比率

目 標 値

60

目標年度

令和2年
度

58.254.251.2

給与支払報告書の全受
付件数における電子
データ件数の比率

50令和2年
度

63.56048.2

法人市民税の全受付件
数における電子データ
件数の比率

65令和2年
度

73.572.568.5

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スマート手続推進事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 令和3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 03 

目 01 

細  目 004  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
デジタル社会形成基本法、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に
関する法律、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律他

現 状 と 課 題

増加、多様化する行政ニーズに加え、国による頻繁な制度改正への対応など職
員の業務量が増加し続けている。限られた人員・財源で対応するためには、民
間のノウハウ他ＩＣＴ等を効果的に活用し、事務改善や業務改革を積極的に行
う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民および職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

民間の知見やノウハウ、ＩＣＴなどを積極的に活用した窓口関連業務の改善・
改革（行政手続のオンライン化、窓口環境の整備、事務処理の自動化など）の
実施・検討

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

行政手続きにかかる時間・手間・コストを省力化することで、市民の利便性と
満足度の向上を目指す。また民間のノウハウやＩＣＴ等を活用し、業務の効率
化を図ることで、職員の負担を軽減することを目指す。

2,24600

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,246

財　

源　

内　

訳

■拡充

令和３年度は、キャッシュレス決済、マイナンバーカード交付予約システム、
くらしの手続きガイド、証明書等のオンライン申請などを導入し、国の引越し
ワンストップサービス検証事業に参加。また窓口業務支援システム等の検討を
行った。市民、職員の利便性の向上、事務の効率化などにつながる事業である
ため、今後も事業の拡充が求められる。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,246

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

スマート手続推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スマート手続推進事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民課

％

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

259,60300

成 果 指 標
分 析 結 果

国の「自治体ＤＸ推進計画」により「自治体の行政手続のオンライン化」が重点取組事項と
された。全２，８４８行政手続中、令和３年度、市民課では住民票等の申請にかかる８種類
のオンライン申請を導入した。令和４年度から全課へ拡大し、年度内に国が掲げる約１００
種類の行政手続のオンライン申請をすすめ、順次その他オンライン申請を導入していく。 

くらしの手続きガイド
アクセス数

件 4,38800

オンライン申請件数 件 80400

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年９月から市民の利便性の向上のため「くらしの手続きガ
イド（スマートナビ）」を導入、またスマートフォンとマイナン
バーカードを利用し住民票等の申請や転出届の手続きができる
「オンライン申請（スマート申請）」を導入した。

行政の効率化が図られ
ていると思う市民の割
合

目 標 値

50

目標年度

令和8年
度

40.800

来庁者数 65,000令和8年
度

78,76900

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書等コンビニ交付事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０３効果的・効率的な行財政運営

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 03 

目 01 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

現 状 と 課 題

証明書コンビニ交付サービスは、平成２８年１月からのマイナンバーカード交
付開始に伴い、導入を進める自治体が急増し、本市は平成２８年３月７日から
導入した。令和４年５月１０日現在、９４６団体が参加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

マイナンバーカードを所有している加古川市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

コンビニエンスストアに設置されているマルチコピー機を使って、住民票の写
し、印鑑登録証明書及び所得・課税証明書を年末年始を除き、午前６時３０分
から午後１１時まで取得することができるサービスを実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市役所又は市民センター等の窓口営業時間外においても、また、市外において
も、住民票の写し等の証明書を取得することができる。

18,62223,59313,433

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 18,622

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民にとってメリットの大きな事業であるため、継続して実施していくべきも
のであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,622

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

総務費

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

証明書等コンビニ交付事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書等コンビニ交付事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民課

％

％

％

対 象 指 標 名

住民票の写し交付枚数 99,480105,248108,510

印鑑登録証明書交付枚
数

枚 67,07375,34576,643

所得・課税証明書交付
枚数

枚 25,01626,86534,832

成 果 指 標
分 析 結 果

活動指標分析と同様コンビニ交付利用率は、未だ、低調である。

コンビニ交付による住
民票の写し発行枚数

枚 9,1544,6642,698

コンビニ交付による印
鑑登録証明書発行枚数

枚 6,6923,6002,243

コンビニ交付による所
得・課税証明書発行枚
数

枚 1,240688347

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年２月からマイナンバーカードの交付を開始し、同年３
月７日からコンビニ交付サービスを開始した。コンビニ交付利用
率（コンビニ発行総枚数/証明書交付総枚数）は、９．９６％と
なっている。

コンビニ交付利用率
（住民票の写し）

目 標 値

5

目標年度

令和2年
度

9.24.432.49

コンビニ交付利用率
（印鑑登録証明書）

5令和2年
度

9.984.782.93

コンビニ交付利用率
（所得・課税証明書）

5令和2年
度

4.962.561

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

枚

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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